
決 算 報 告 書

（第 2 期）

自　平成30年 9月 1日

至　令和 1年 8月31日

一般社団法人 日本サスティナブル・レストラン協会

東京都渋谷区恵比寿南3-4-16
アイトリアノン301号室

電話：090 - 8777 - 7672



貸 借 対 照 表

令和 1年 8月31日　現在

一般社団法人 日本サスティナブル・レストラン協会 （単位：    円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

【流動資産】          10,976 【流動負債】          90,420

現 金 ･ 預 金          10,976 預 り 金          20,420

【繰延資産】       4,228,020 未 払 法 人 税 等          70,000

創 立 費         210,444 【固定負債】       5,055,241

開 業 費       2,484,646 長 期 借 入 金       5,055,241

開 発 費       1,532,930 負 債 の 部 合 計       5,145,661

純 資 産 の 部

【株主資本】        -906,665

利 益 剰 余 金        -906,665

そ の 他 利 益 剰 余 金        -906,665

繰 越 利 益 剰 余 金        -906,665

(うち当期純損失金額)         877,565

純 資 産 の 部 合 計        -906,665

資 産 の 部 合 計       4,238,996 負 債 及 び 純 資 産 合 計       4,238,996



損 益 計 算 書

自　平成30年 9月 1日
至　令和 1年 8月31日

一般社団法人 日本サスティナブル・レストラン協会 （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

売 上 総 利 益 金 額               0

【販売費及び一般管理費】

販売費及び一般管理費合計         807,565

営 業 損 失 金 額         807,565

経 常 損 失 金 額         807,565

税 引 前 当 期 純 損 失 金 額         807,565

法人税､住民税･事業税額          70,000

当 期 純 損 失 金 額         877,565



販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 内 訳 書

自　平成30年 9月 1日
至　令和 1年 8月31日

一般社団法人 日本サスティナブル・レストラン協会 （単位：    円）

科　　　　目 金　　　　額

事 務 用 消 耗 品 費          40,206

旅 費 交 通 費         201,748

通 信 費           5,080

支 払 手 数 料           2,268

諸 会 費          37,408

会 議 費          15,039

外 注 費         498,756

雑 　 費           7,060

販売費及び一般管理費合計         807,565



株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　平成30年 9月 1日
至　令和 1年 8月31日

一般社団法人 日本サスティナブル・レストラン協会 （単位：    円）

【株主資本】

資 本 金 当期首残高               0

当期末残高               0

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金 当期首残高         -29,100

当期変動額 当期純利益金額        -877,565

当期末残高        -906,665

利 益 剰 余 金 合 計 当期首残高         -29,100

当期変動額        -877,565

当期末残高        -906,665

株 主 資 本 合 計 当期首残高         -29,100

当期変動額        -877,565

当期末残高        -906,665

純 資 産 の 部 合 計 当期首残高         -29,100

当期変動額        -877,565

当期末残高        -906,665



注 記 表

一般社団法人 日本サスティナブル・レストラン協会

この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価基準及び評価方法

　該当なし

　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　該当なし

固定資産の減価償却の方法

該当なし

引当金の計上基準

該当なし

収益及び費用の計上基準

発生基準



以上のとおり報告します。

令和 1年10月20日

一般社団法人 日本サスティナブル・レストラン協会

代 表 理 事 下田屋　毅

監査の結果、いずれも適法かつ正確であることを認めます。


